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１.札幌市の市有建築物を取り巻く環境

(1) 人口動態
(2) 財政状況
(3) 施設状況
(4) 更新投資
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�札幌市の総人口は 平成２７年頃をピークに緩やかな減少に転じる。
�生産年齢人口、年少人口は減少局面に入り、老年人口は継続して増加する。

（出典：国立社会保障・人口問題研究所）

１. 札幌市の市有建築物を取り巻く環境 (1) 人口動態

市の人口状況

Ｈ２７年にピーク。
その後、緩やかに減少。

老年人口  　老年人口割合
生産年齢人口  　生産年齢人口割合
年少人口  　年少人口割合

○老年人口（Ｈ２２⇒Ｈ５２）
２９万人（７４．５％）増

○老年人口割合（Ｈ２２⇒Ｈ５２）
２０．５％⇒３９．９％

○生産年齢人口（Ｈ２２⇒Ｈ５２）
４０万人（３０．８％）減

○生産年齢人口割合（Ｈ２２⇒Ｈ５２）
６７．５％⇒５２．２％

○年少人口（Ｈ２２⇒Ｈ５２）
９万人（４０．２％）減

○年少人口割合（Ｈ２２⇒Ｈ５２）
１１．７％⇒７．８％

１９１１９１１９１１９１

１７１１７１１７１１７１
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１. 札幌市の市有建築物を取り巻く環境 (1) 人口動態

老年人口  　老年人口割合
生産年齢人口  　生産年齢人口割合
年少人口  　年少人口割合

Ｈ４２までは
人口増加

Ｈ３２をピークに
人口減少

Ｈ４７に老年人口が
生産年齢人口を上回る
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�区によって人口構造の変化が異なるため、地域特性に応じた市有建築物の供給量や配置コンセプト
の検討が必要。
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2,300億円

700億円
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�歳入：生産年齢人口の減少に伴い、市税収入の減少が見込まれる。
�歳出：今後も扶助費の増加が見込まれる。
�投資的経費：投資的経費はピーク時の１／３まで抑制。建築物にかかる経費は２００～２５０億円で推移。

１. 札幌市の市有建築物を取り巻く環境 (2) 財政状況

歳出の推移 投資的経費の推移

1,261 1,191 1,182 1,145 1,141 1,120 1,129 1,122 1,091 1,039 

1,217 1,305 1,455 1,551 1,601 1,626 1,689 1,741 1,895 2,231 

889 920 
1,118 1,122 1,076 994 989 1,017 987 
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公債費
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（億円）

（年度）

Ｈ８ピーク時の
１/３程度

扶助費は
約２倍増

Ｈ２１：定額給付金
事業費の増

Ｈ２２：子ども手当費
の増
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�１人あたり市有建築物面積は、政令市平均を若干下回る。☞縦軸参照
�１人あたり市税は、政令市の中では、最も低い。☞横軸参照

１. 札幌市の市有建築物を取り巻く環境 (2) 財政状況

税収・コストと施設保有量
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�札幌市では、学校と市営住宅が施設総量の３/４を占める。
�札幌市は、東日本タイプの傾向であるが、市営住宅の割合が比較的高い。

人口：267万人
総量：12,571千㎡

大阪市大阪市大阪市大阪市

人口：369万人
総量：8,647千㎡

横浜市横浜市横浜市横浜市

札幌市札幌市札幌市札幌市 人口：192万人
総量：5,619千㎡

１. 札幌市の市有建築物を取り巻く環境 (3) 施設状況

東日本では相対的に
市有建築物総量が少
なく、学校の占める割
合が多い。

西日本では、市営住宅
の割合が高く、市有建
築物総量も多い。
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�１９６０年代から学校を中心に増加、１９７０年代には各種の公共施設が急激に増加。
➢１９７２年に冬季オリンピック開催、政令市移行。

�築後３０年以上の建築物は約４割を占める。

１. 札幌市の市有建築物を取り巻く環境 (3) 施設状況 ９９９９



１. 札幌市の市有建築物を取り巻く環境 (4) 更新投資

�今後６０年間で必要となる更新コストは、総額２ 兆５，３１１億円、年平均４２２億円。
�ピーク時の２０４０～２０４４年には、現在の２倍の毎年６００億円を超える費用が必要と予想。

年間６００億円を超える
費用が必要

耐用年数 建替え単価 大規模修繕単価
大規模修繕の

累計方法

主な
試算条件

非木造60年
木造45年 等

市営住宅、学校は用途毎に設定
その他は構造毎に設定

建替単価の80%
築後15年以降
一定期間で平準化

10101010



２.施設評価の概要

(1) 施設評価の目的と対象施設
(2) 施設評価の手法
(3) 施設評価の結果

①同一用途内の施設間比較
（利用・コスト評価）

②地域内の利用・供給バランス
（利用・供給スコア評価）

③その他の評価・分析材料
（配置状況調査、利用者アンケート調査）
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２. 施設評価の概要 (1) 施設評価の目的と対象施設

市民利用施設内訳

用用用用 途途途途 施設数施設数施設数施設数

学校 ３２８校

市営住宅 ８０団地（７５６棟）

市民利用施設 ２９６施設

その他（庁舎等） ２２２施設

合計 ９２６施設（１，６０２施設）

札幌市における市有建築物

学校

42%

市営住宅

34%

市民利用

施設

14%

その他

10%

合計

561.9 万 ㎡

全施設内訳
※全施設総面積の86％を占める「学校」「市営住宅」

「庁舎等」については、施設の性質上「市民の利用
状況」という観点からの評価になじまないことから、
施設評価の対象外としている。

評価対象施設評価対象施設評価対象施設評価対象施設

�『少子高齢化の本格化』『人口減少局面への移行』『市有建築物の一斉更新期の到来』
⇒市有建築物の配置や保有量等のあり方の検討が必要。

�施設評価の観点
⇒『市民の利用状況』と『施設の建設･運営に係るコスト』の観点 ⇒各施設・各用途を評価

『各地域における施設の配置状況』の観点 今後の課題と検討の方向性を整理

12121212



２. 施設評価の概要 (2) 施設評価の手法

③その他の評価・
分析材料
（配置状況調査等）

①同一用途内の
施設間比較
（利用・コスト評価)

②地域内の
利用・供給バランス
(利用・供給スコア評価)

課題のある施設・用途の原因分析や
適正配置のあり方に関する検討

13131313
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ニーズ評価 利用者数（人）/延床面積（㎡）

２. 施設評価の概要 (3) 施設評価の結果

文化・ミュージアム施設

スポーツ施設

図書館

一般市民利用施設

�面積あたりの利用とコストの２軸でプロット。⇒用途ごとに、概ねまとまって分布。

面積あたり利用者数

面積あたりコスト 対象施設全体対象施設全体対象施設全体対象施設全体

①同一用途内の施設間比較 （利用・コスト評価)

14

市民の利用状況と
これに要するコスト
の観点から、
対象施設全体の
傾向を把握
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各区民センター

各コミュニティセンター

各地区センター

各若者活動センター

各児童会館

各老人福祉センター

その他

ニーズ評価 利用者数（人）/延床面積（㎡）

コスト評価 （トータルコスト）

コスト（円）/延床面積（㎡）

地区センター等

児童会館

老人福祉センター

区民センター等

一般市民利用施設一般市民利用施設一般市民利用施設一般市民利用施設

�同一用途内の面積あたりコストは、施設規模によらず、各用途とも同様の傾向。
�面積あたりの利用者数は、各用途いずれも３～４倍の開きがある。

面積あたりコスト

面積あたり利用者数

２. 施設評価の概要 (3) 施設評価の結果 15
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面積あたりコスト （トータルコスト）

コスト（円）/延床面積（㎡）

�面積あたりコストは同程度。
�面積あたり利用者数はバラツキがあり、３倍程

度の開き。

区民センター、コミュニティセンター

区民センター：各区に１施設配置
コミュニテイセンター：北区、手稲区にのみ設置

�面積あたりコストは同程度。
�面積あたり利用者数はバラツキがあり、３倍程

度の開き。

地区センター

２～３連合町内会単位を
基本に２４施設設置

２. 施設評価の概要 (3) 施設評価の結果 16
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コスト（円）/延床面積（㎡）

�面積あたりコストは概ね同程度。
�面積あたり利用者数はバラツキがあり、４倍程

度の開き。
※コストが低い児童会館は、他施設と比べて規模

が大きい。

児童会館

１中学校区に１施設を基本に
１０４施設設置

中央老人福祉センター

北老人福祉センター

東老人福祉センター
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コスト（円）/延床面積（㎡）

�面積あたりコストは、中央・北老人福祉センター
除き、同程度。

�面積あたり利用者数はバラツキがあり、３倍程
度の開き。

※中央・北は、他施設と比べて規模が小さい。

老人福祉センター

各区に１施設設置

２. 施設評価の概要 (3) 施設評価の結果 17
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面積あたりコスト （トータルコスト）

コスト（円）/延床面積（㎡）

≪プール・健康づくりセンター≫
�面積あたり利用者数は、他施設と比べて多い。
�面積あたりコストは、他施設と比べて高い。
≪体育館≫
�面積あたり利用者数は平均的。
�面積あたりコストは比較的低い。

スポーツ施設

�基幹施設の中央図書館を除き、面積あたりコス
ト、利用者数ともに同程度。

※中央は他と比べて規模が大きい。

図書館

２. 施設評価の概要 (3) 施設評価の結果 18



手稲区

清田区

西区

東区

白石区

豊平区

あけぼの

しせいかん

みかほ

菊水乳児

山の手乳児

山の手

若草新琴似

新川

澄川乳児

青葉

東札幌

東白石

美園

豊園乳児

豊園

北乳児

子育て支援総合センター

しらぎく荘

ひまわり整肢園

みかほ整肢園

かしわ学園

母子寡婦福祉センター

札幌市児童相談所

発達医療センター

はるにれ学園

保育センター
第二かしわ学園

自閉症者自立支援センター

あかしあ学園

こぶし館

社会自立センター

身体障害者福祉センター 視聴覚障がい者情報センター

地域生活支援センターさっぽろ

屯田西老人デイサービスセンター
稲寿園

琴寿園
拓寿園

菊寿園

長生園 あけぼの荘

精神保健福祉センター

夜間急病センター

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

0 20 40 60 80 100 120

各保育・子育て支援センター

各保育園

その他（児童福祉）

その他（障がい福祉）

その他（高齢福祉）

その他（その他福祉）

医療施設

面積あたりコスト （トータルコスト）

コスト（円）/延床面積（㎡）

面積あたり利用者数 利用者数（人）/延床面積（㎡）

札幌コンサートホール

さっぽろ芸術文化の館

札幌市教育文化会館

札幌芸術の森 円山動物園

札幌市民ギャラリー

手稲記念館

札幌市豊平川サケ科学館

モエレ沼公園ガラスのピラミッド

本郷新記念札幌彫刻美術館

札幌市埋蔵文化財センター

札幌市アイヌ文化交流センター

青少年科学館

天文台

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

面積あたり利用者数 利用者数（人）/延床面積（㎡）

面積あたりコスト （トータルコスト）

コスト（円）/延床面積（㎡）

�面積あたりコスト、利用者数ともに、施設によっ
て大きな差がある。

�施設の設置目的に応じて、内容や規模、利用形
態が大きく異なる。

※利用・コスト評価による施設間比較にはなじま
ない。

文化・ミュージアム施設 福祉・医療施設

�面積あたりコスト、利用者数ともに、施設によっ
て大きな差がある。

�福祉・医療サービスに係る人件費が高いことや、
定員により利用者が限定されている施設が多い。

※利用・コスト評価による施設間比較にはなじま
ない。

２. 施設評価の概要 (3) 施設評価の結果 19



�地域ごとに人口動態・人口構成が異なることを踏まえ、用途ごとに、『区民１人あたり延床面積（供給
スコア）』と『区民１人あたり利用者数（利用スコア）』を、全区で偏差値化。

�供給スコアと利用スコアのバランスに着目し、利用と供給のギャップから供給過多など傾向を把握。

各区１人あたり
供給面積

（延床面積）

各区でどのくらい施設が
供給されているか？

各区１人あたり
利用状況

（利用者数）

各区で作られた施設が
どのくらい活用されているか？

ス
コ
ア
化→

同
一
尺
度
で
偏
差
値
化

供給スコア
高い→供給量が多い

低い→供給量が少ない

利用スコア
高い→施設利活用が多い

低い→施設利活用が少ない

分析例分析例
供給スコアと利用スコアに

ギャップが生じている

利用状況と施設の供給量が
アンバランス

市民ニーズに対応するため
検討の必要性が高い

２. 施設評価の概要 (3) 施設評価の結果

②地域内の利用・供給バランス (利用・供給スコア評価)
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中 央 区

コミュニティ

施設
児童会館

一般市民

利用施設

（その他）

図書館

（図書室）

スポーツ施

設

供給スコア 38.2 44.1 55.3 79.2 55.7

利用スコア 34.2 43.3 55.8 72.5 60.1

20

40

60

80

20

30

40

50

60

70

80

コミュニティ

施設

児童会館

一般市民

利用施設

（その他）

図書館

（図書室）

スポーツ施設

中央区 利用・供給スコア
供給

利用

市平均

供給（H47）

老年人口  　老年人口割合
生産年齢人口  　生産年齢人口割合
年少人口  　年少人口割合

中央図書館（基幹施設）を保有し
ているため、供給スコアが高い。

人口の割に「コミュニティ施設」
「児童会館」の供給スコアが低い。

（万人） （％）

0

20

40

60

80

0

5

10

15

20

25

30

H22 H27 H32 H37 H42 H47 H52

35.6%

22
24

18.7%

H４２まで人口増加。

２. 施設評価の概要 (3) 施設評価の結果 21



コミュニティ

施設
児童会館

一般市民

利用施設

（その他）

図書館

（図書室）

スポーツ施

設

供給スコア 45.4 38.1 77.2 48.4 53.6

利用スコア 55.4 35.2 74.4 45.5 51.5

20

40

60

80

20

30

40

50

60

70

80

コミュニティ

施設

児童会館

一般市民

利用施設

（その他）

図書館

（図書室）

スポーツ施設

西区 利用・供給スコア
供給

利用

市平均

供給（H47）

西 区

コミュニティ施設は、利用ス
コアが供給スコアを上回って
いる一方、児童会館は、供
給スコアが利用スコアを上
回っている。

（万人） （％）

0

20

40

60

80

0

5

10

15

20

25

30

H22 H27 H32 H37 H42 H47 H52

21.4%

21
19

41.6%

H２７まで微増、その
後微減。
老年人口の割合が
増加し高齢化が進展。

生涯学習センター（ちえりあ）
を保有しているため、供給ス
コアが高い。

２. 施設評価の概要 (3) 施設評価の結果 22



（万人） （％）

0

20

40

60

80

0

5

10

15

20

25

30

H22 H27 H32 H37 H42 H47 H52

25.7%

15

10

50.5%

20

30

40

50

60

70

80

コミュニティ

施設

児童会館

一般市民

利用施設

（その他）

図書館

（図書室）

スポーツ施設

南区 利用・供給スコア
供給

利用

市平均

供給（H47）

コミュニティ

施設
児童会館

一般市民

利用施設

（その他）

図書館

（図書室）

スポーツ施

設

供給スコア 60.3 54.6 44.1 50.2 37.4

利用スコア 63.3 43.0 40.9 46.0 35.7

20

40

60

80

南 区

老年人口が
生産年齢人口を上回る。

児童会館では、供給スコア
と利用スコアにギャップが
見られる。

高齢化が
最も先行的に進む区。

将来的には、全用途で
供給スコアと利用スコアに
ギャップが見られる。

２. 施設評価の概要 (3) 施設評価の結果 23



�今後の人口構造の変化に伴い、施設規模の検討が必要になる可能性がある。

施設区分施設区分施設区分施設区分 用途別床面積（㎡）用途別床面積（㎡）用途別床面積（㎡）用途別床面積（㎡）

コミュニティ施設 ６９，８４３

児童会館 ５１，０１４

老人福祉センター １２，１６９

スポーツ施設 １５０，５０７

図書館（図書室） ２９，７２９

小中学校 ２，２１９，３１９

Ｈ２２Ｈ２２Ｈ２２Ｈ２２→Ｈ５２人口増減Ｈ５２人口増減Ｈ５２人口増減Ｈ５２人口増減

総人口 年少人口 老年人口

△２０１，９０９人
（△１０．６％）

△９０，１１０人
（△４０．２％）

２９１，９５２人
（７４．５％）

主な用途別床面積（Ｈ２２）

今後の人口構造の
変化を見据えて、
主な利用者層を
踏まえた検討が必要。

【参考：用途別床面積と人口動態】

２. 施設評価の概要 (3) 施設評価の結果 24



南区

西区

北区

東区

清田区

手稲区

中央区

豊平区

白石区
厚別区

0 105 km

凡例凡例凡例凡例

各区民センター

各コミュニティセンター

各地区センター

各児童会館

各老人福祉センター

各若者活動センター

月寒公民館

若者支援総合センター

地区会館

セレモニーホール（民間）

コミュニティ施設

南区

西区

北区

東区

清田区

手稲区

中央区

豊平区

白石区
厚別区

0 105 km

凡例凡例凡例凡例

各体育館

各温水プール

各健康づくりセンター

学校開放

スポーツ施設（民間）

スポーツ施設

・２㎞圏内に、類似機能を持つコミュ
ニティ関連施設（コミュニティ施設、
児童会館等）が多数あり。

・民間のセレモニーホールも１施設
以上あり。

・２㎞圏内に、学校開放を行ってい
る小中学校が多数存在。

・民間のスポーツ施設も１施設以上
あり。

�コミュニティ施設（区民センター、地区センター等）やスポーツ施設の周辺には、類似機能を持つ施設
が多数存在。

２. 施設評価の概要 (3) 施設評価の結果

③その他の評価・分析材料 (配置状況調査)
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西区

北区

手稲区

0 52.5 km

凡例凡例凡例凡例

小学校

中学校

各区民センター

各コミュニティセンター

各地区センター

各児童会館

各老人福祉センター

各若者活動センター

月寒公民館

若者支援総合センター

地区会館

小学校

西区

北区

手稲区

0 52.5 km

凡例凡例凡例凡例

小学校

中学校

各区民センター

各コミュニティセンター

各地区センター

各児童会館

各老人福祉センター

各若者活動センター

月寒公民館

若者支援総合センター

地区会館

中学校

�小中学校の周辺には、コミュニティ関連施設（コミュニティ施設、児童会館）が全て配置されている。

・１㎞圏内は、居住エリアの大部分
を網羅。

・１㎞圏内に、コミュニティ関連施設
が全て配置。

２. 施設評価の概要 (3) 施設評価の結果 26



� いずれの施設も６０歳代以上の利用が多い。
� 他区からの利用者は１～３割。
� 利用頻度は、週１回以上が過半。（図書館を除く。）
� 同じ目的で他の施設を利用している状況が見られる。

２. 施設評価の概要 (3) 施設評価の結果

③その他の評価・分析材料 (利用者アンケート調査)
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【参考】他自治体の取組状況
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自治体名自治体名自治体名自治体名 取り組み内容取り組み内容取り組み内容取り組み内容 代表的な取組代表的な取組代表的な取組代表的な取組

さいたま市

� Ｈ２３年度に施設白書の作成により、全体把握。

� Ｈ２４年度に「公共施設マネジメント計画」を策定し、市民
ワークショップにより複合化モデルケースを検討。

� Ｈ２５年度以降、具体的な解決策の策定。

� 総量縮減

� 施設の複合化

� 施設の有効活用
用途転換
遊休資産の活用

� 長寿命化

秦野市

� Ｈ２１年度に施設白書の作成し、対象施設別に現状と課題
を整理。

� Ｈ２２年度に「再配置に関する方針」を策定し、これに基づく
「公共施設再配置計画」において、Ｈ２７年までに４つのシ
ンボル事業を実施予定。

横浜市
� Ｈ２４年度に施設白書を作成。

� Ｈ２５年度に「公共建築物のあり方（素案）」の策定に着手
予定。

浜松市

� Ｈ２１年度に「資産経営推進方針」を策定。
� Ｈ２２年度に「公共施設再配置計画・基本方針」を策定。
� Ｈ２２～２３年度に「個別方針」を策定。

名古屋市
� Ｈ２３年度に「アセットマネジメント推進プラン」を策定し、長

寿命化により更新コストの圧縮を図る。
� Ｈ２５年度に白書作成予定。

【参考】 他自治体の取組状況 29



【参考】 他自治体の取組状況

�先進自治体の取組事例① 埼玉県さいたま市

【取り組みのポイント】

○公共施設マネジメント方針
・公共施設マネジメント計画策定に先立ち、基本方針を策定。
・大方針、全体目標（ハコモノ三原則、インフラ三原則）、５つの柱により構成。

＜ハコモノ三原則＞

①新規整備は原則行わない。（総量規制の範囲内で行う。）

②施設の更新（建替）は複合施設とする。

③施設総量（延床面積）を縮減する。（４０年間で１５％程度の縮減が必要。）

○具体的な取り組み内容

①公共施設マネジメントの専担部署を設置し、トップマネジメントのもと、計画を推進。

・毎年度「白書」の更新を行うことによる、公共施設マネジメント計画の進行管理。
・新規に施設を整備する際の、専担部署と所管課による事前協議制度。

②市民と情報共有し、合意形成しながら、計画を推進

・出前説明会、わかりやすいリーフレットの作成・配布、シンポジウムの開催などによるＰＲ推進。
・市民ワークショップによる複合化のあり方検討などの市民意見の取り込み。
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【参考】 他自治体の取組状況

�先進自治体の取組事例② 神奈川県秦野市

【取り組みのポイント】

○秦野市公共施設の再配置に関する方針
・原則、新規の施設は建設しない。
・更新はできる限り機能を維持する方策を講じながら、優先順位を付けて大幅に圧縮。

➢４０年間で３１％程度の延床面積を削減。
・優先度の低い施設は全て統廃合の対象とし、跡地は賃貸、売却して優先度の高い施設に充てる。
・一元的なマネジメントを実施。

○公共施設再配置計画（第１期基本計画/計画期間：Ｈ２３～Ｈ３２）
・コンセプト『機能はできるだけ維持しながら量を減らし持続可能な行政サービスを実現』
・計画期間内に延床面積１，３４０㎡と約５７億円の建設費・管理運営費用を削減。

○具体的な取り組み内容
・計画期間内に４つのシンボル事業を実施。

①義務教育施設と地域施設の複合化
（中学校体育館等と隣接する公民館を複合化⇒スケルトン方式により建設）

②公共公的機関のネットワーク活用
（保健福祉センターへの郵便局誘致による証明書発行業務の委託）

③小規模地域施設の委譲と開放（児童館などを地域に移譲、自治会館の開放）
④公民連携によるサービスの充実（福祉施設の民営化）

☞「公共施設の再配置」が、一概にサービス低下を招くものではないことをアピール。
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【参考】 他自治体の取組状況

�先進自治体の取り組み事例③ 静岡県浜松市

【取り組みのポイント】

○浜松市資産経営推進方針

・ファシリティマネジメントの考えに基づき、効率的な公共施設の運営・管理と市民サービスの向上

の両立を目指す

○公共施設再配置計画・基本方針
【再配置の基本的な考え方】
・用途別・利用圏域別区分による施設の整理と統廃合
・利用目的の複合化と市民協働による施設の活性化
・地域の実情に配慮した施設の設置

○具体的な取り組み内容

①施設評価による個別方針の策定

・施設の品質（劣化状況など）、財務（運営コストなど）、供給（提供しているサービス）から分析・

評価を実施

・施設を用途別に分類し、検討した結果を個別方針として作成（１４の用途別に個別方針策定）

☞約２，０００施設の分析・評価の結果、４００施設程度を廃止予定。

②資産の有効活用

・旧役場を外国人学校へ貸し付け

・廃校を自治会集会施設として活用
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